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は.

じ
め

連
続
講
座
『
岩
手
の
再
生
』
第
6
回

(
2
0
1
1
年
1
月
2
2
日
実
施
)

号

状
況
で
す
。
完
全
失
業
率
は
、

2
0
0
8

年
か
ら
再
び
増
加
に
転
じ
、

2
0
0
9
年

5
.
3
%
を
記
録
し
、
そ
の
後
5

%
台
で

推
移
し
て
き
て
い
ま
す
。

8 

岩
手
県
の
雇
用
情
勢
の
特
徴

岩
手
大
学
教
育
学
部
准
教
授

通信「いわて地域総研J(f住民と自治」岩手版)

2
0
0
8
年
9
月
の
「
リ
!
マ
ン
・
シ

ヨ
ツ
ク
」
は
、
ま
さ
に
、
「
百
年
に
一
度

の
『
未
曾
有
』
の
」
経
済
危
機
と
し
て
、

我
が
国
の
雇
用
情
勢
に
打
撃
を
与
え
ま

し
た
。

1
9
9
0
年
代
半
ば
以
降
急
増
し

た
非
正
規
雇
用
、
な
か
で
も
派
遣
労
働
者

の
大
量
解
雇
が
相
次
ぎ
、

2
0
0
8
年
か

ら
全
国
規
模
で
大
量
の
解
雇
・
雇
止
め
が

実
施
さ
れ
て
き
て
い
ま
す
。

ま
た
、
世
帯
主
失
業
の
増
加
、
失
業
の

長
期
化
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
失
業
給
付
の

受
給
者
割
合
の
低
下
は
先
進
資
本
主
義

国
の
中
で
も
際
立
っ
て
い
ま
す
。
こ
う
し

2011年4月 15日

た
急
速
に
進
行
す
る
一
用
・
失
業
情
勢
の

悪
化
は
、
不
安
定
就
業
者
の
増
大
を
加
速

化
さ
せ
、
労
働
者
生
活
に
深
刻
な
影
響
を

も
た
ら
し
て
い
ま
す
。

岩
手
県
に
お
い
て
も
、
各
種
の
指
標
が

示
す
よ
う
に
雇
用
情
勢
は
大
変
厳
し
い

佐
藤
虞

ま
た
、
有
効
求
人
倍
率
は
1
9
9
1
年

1
.
4
3
倍
を
ピ

i
ク
に
低
下
の
一
途
を

た
ど
り
、

2
0
0
2
年
以
降
改
善
す
る
か

に
み
え
ま
し
た
が
、

2
0
0
9
年
0
.
3

4
倍
へ
と
急
降
下
し
、

2
0
1
0
年
0
.

4
3
倍
と
全
国
平
均
0
.
5
2
倍
よ
り
さ

ら
に
厳
し
い
状
況
下
で
、
非
正
規
雇
用
労

働
者
は
増
加
の
一
途
を
た
ど
っ
て
い
ま

す。
本
講
座
で
は
、
こ
の
よ
う
な
岩
手
県
の

労
働
市
場
の
変
化
を
概
観
し
、
そ
の
特
徴

の
い
く
つ
か
に
つ
い
て
話
し
ま
す
。
そ
の

な
か
で
と
く
に
、
非
正
規
雇
用
労
働
者
の

量
的
増
大
と
質
的
変
化
と
い
う
視
点
か

ら
、
新
規
学
卒
者
を
含
む
若
年
労
働
市
場

の
現
状
に
も
ふ
れ
た
い
と
思
い
ま
す
。
そ

れ
は
、
今
日
問
題
と
な
っ
て
い
る
大
量
の

低
所
得
層
・
ワ
ー
キ
ン
グ
プ
ア
の
労
働
市

場
に
、
毎
年
相
当
数
の
若
年
の
非
正
規
雇

用
労
働
者
が
加
わ
っ
て
い
る
か
ら
で
す
。

岩
手
県
の
雇
用
問
題
を
検
討
す
る
う
え

で
、
こ
の
新
卒
者
を
取
り
巻
く
労
働
市
場

の
変
化
を
視
野
に
入
れ
る
必
要
が
あ
る

と
考
え
る
か
ら
で
す
。

1
.
岩
手
県
の
就
業
構
造
の
変
化
に
つ
い

て
岩
手
県
の
最
近
の
就
業
構
造
の
特
徴

を
概
観
し
ま
す
。
総
務
省
「
就
業
構
造
基

本
調
査
」

(
2
0
0
7
年
)
で
み
る
と
、

就
業
者
(
有
業
者
)
は
お
よ
そ
7
0
万
人
、

う
ち
雇
用
者
は
5
万
7
千
人
で
す
。
そ
の

変
化
の
特
徴
の
第
1
は
、
「
正
規
就
業
者
」

の
減
少
(
前
回
調
査
2
0
0
2
年
比
で
4
.

5

%
減
)
と
「
非
正
規
就
業
者
」
の
増
大

(同
1
7
.
4
%
増
)
が
あ
げ
ら
れ
ま
す
。

第
2
に
、
産
業
別
割
合
で
は
「
製
造
業
」

が
最
も
多
く
1
7
.
0
%
(
全
国
1
7
.

6
%
)
、
そ
し
て
「
農
業
」
と
「
建
設
業
」

が
全
国
平
均
に
比
べ
、
い
ま
だ
高
い
比
重

を
占
め
て
い
ま
す
。
「
農
業
」
が

1
0
.

3
%
(
全
国
3
.
8
%
)
、
そ
し
て
減
少

著
し
い
と
は
い
え
「
建
設
業
」

9
.
6
%

(
全
国
8
.
3
%
)
と
な
っ
て
い
ま
す
。

職
業
別
に
み
る
と
、
「
生
産
工
程
・
労
務

作
業
者
」
が
最
も
多
く
2
9
.
8
%
(全

国
2
6
.
9
%
)
と
な
っ
て
い
ま
す
。
製

造
業
の
ブ
ル
ー
カ
ラ
ー
が
多
い
と
い
う

こ
と
が
わ
か
り
ま
す
。

製
造
品
出
荷
額

(
2
0
0
8
年
)
で
み

る
と
、
最
も
多
い
の
が
「
輸
送
」
つ
ま
り

自
動
車
関
連
(
全
製
造
業
の

1
7
.
4
%
)
、

次
い
で
「
電
子
」
部
品
関
連
(
同
1
4
.

2
%
)
、
「
食
料
品
」
関
連
(
同
1
4
.
2
%
)

と
な
っ
て
い
ま
す
(
岩
手
県
総
合
政
策
部

「
工
業
統
計
調
査
報
告
書
」
)
。
岩
手
県
の

製
造
業
は
主
と
し
て
自
動
車
関
連
と
電

子
部
品
、
食
料
品
の
供
給
を
特
徴
と
す
る

こ
と
が
わ
か
り
ま
す
。

2
.
雇
用
動
向
と
非
正
規
雇
用
の
増
大

1
9
9
5
年
、
日
経
連
(
当
時
)
は
「
新

時
代
の
『
日
本
的
経
営
』
」
を
提
唱
し
、

労
働
力
の

3
類
型
化
(
「
長
期
蓄
積
能
力

活
用
型
」
グ
ル
ー
プ
、
「
高
度
専
門
能
力

活
用
型
」
グ
ル
ー
プ
、
「
雇
用
柔
軟
型
」

グ
ル
ー
プ
)
の
う
ち
、
有
期
雇
用
で
あ
る

「
高
度
専
門
能
力
活
用
型
」
グ
ル
ー
プ
、

「
雇
用
柔
軟
型
」
グ
ル
ー
プ
用
の
積
極
的

活
用
を
推
進
し
て
き
ま
し
た
。
こ
れ
に
呼
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応
し
て
、
「
労
働
者
派
遣
法
」
は
相
次
ぐ

改
訂
を
経
て
、

9
6
年
の
対
象
業
務
の
拡

大、

9
9
年
の
「
ポ
ジ
テ
ィ
ブ
リ
ス
ト
」

方
式
か
ら
「
ネ
ガ
テ
ィ
ブ
リ
ス
ト
」
方
式

へ
と
対
象
業
務
の
原
則
自
由
化
、
そ
し
て

2
0
0
3
年
、
製
造
業
へ
の
派
遣
が
解
禁

さ
れ
ま
し
た
。

号8 第通信「いわて地域総研J(r住民と自治J岩手版)

こ
う
し
た
労
働
市
場
の
「
規
制
緩

和
」
・
流
動
化
の
な
か
で
、
非
正
規
雇
用

の
増
大
は
急
テ
ン
ポ
で
進
み
、
日
本
全
体

で
み
る
と
「
パ

l
ト
・
派
遣
・
契
約
社
員

等
」
の
割
合
は
、

1
9
8
5
年
時
点
で

1

6
.
4
%
だ
っ
た
も
の
が
2
0
1
0
年
で

は
3
3
.
7
%
と、

3
人
に
ひ
と
り
は
非

正
規
雇
用
と
な
っ
た
の
で
す
。
な
か
で
も

増
加
し
て
き
た
「
派
遣
社
員
・
契
約
社
員
」

が
、
「
リ
l
マ
ン
・
シ
ョ
ッ
ク
」
を
機
に
、

大
量
の
「
派
遣
切
り
」
、
「
雇
一
止
め
」
と
い

う
形
で
解
雇
さ
れ
る
と
同
時
に
、
会
社
の

ア
パ
ー
ト
を
追
い
出
さ
れ
、
ホ
ー
ム
レ
ス

化
す
る
。
そ
れ
が
「
年
越
し
派
遣
村
」
に

み
る
よ
う
な
社
会
問
題
と
し
て
取
り
上

げ
ら
れ
た
こ
と
は
周
知
の
事
実
で
す
。
先

2011年4月15日

の
臨
時
国
会
で
も
「
登
録
型
派
遣
」
・
「
日

雇
い
派
遣
」
の
規
制
、
廃
止
が
焦
点
と
し

て
論
議
さ
れ
ま
し
た
が
、
結
論
は
先
送
り

に
な
っ
た
ま
ま
で
す
。

昨
年
末
に
発
表
さ
れ
た
、
厚
労
省
「
非

正
規
労
働
者
の
雇
止
め
等
の
状
況
」

(
2

0
1
0
年
1
2
月
)
に
よ
れ
ば
、

2
0
0

8
年
1
0
月
か
ら

2
0
1
1
年
3
月
ま

で
の
コ
雇
一
止
め
」
の
累
計
は
お
よ
そ
3
0

万
人
、
実
施
事
業
所
は
5
9
2
0
事
業
所

に
及
ん
で
い
ま
す
。
う
ち
、
「
派
遣
」
は

1
5
万
人
、
「
契
約
(
期
間
工
等
ご
は
7

万
4
千
人
と
い
う
数
字
で
す
。

岩
手
県
に
お
い
て
も
、

1
4
8
事
業
所

、が
5
，
2
0
9
人
を
「
雇
一
止
め
」
、
う
ち

「
派
遣
」

3
，
0
6
0
人
、
「
契
約
(
期

間
工
等
)
」

1
，
2
4
8
人
と
い
う
集
計

結
果
が
報
告
さ
れ
て
い
ま
す
。

こ
れ
ら
非
正
規
労
働
者
に
と
っ
て
、
「
雇

止
め
」
と
は
収
入
の
道
が
閉
ざ
さ
れ
る
と

同
時
に
、
即
、
ホ

l
ム
レ
ス
へ
の
道
と
い

う
深
刻
な
状
況
が
待
ち
構
え
て
い
る
の

で
す
。
前
述
の
厚
労
省
報
告
に
よ
れ
ば
、

調
査
対
象
者
お
よ
そ
1
8
万
人
の
う
ち
、

3
千
5
百
人
余
が
住
居
喪
失
者
と
の
調

査
結
果
が
明
ら
か
に
さ
れ
て
い
ま
す
。

3
.
若
年
労
働
市
場
の
不
安
定
化

非
正
規
雇
用
の
増
大
と
雇
用
の
不
安

定
化
は
、
低
所
得
層
の
急
増
を
も
た
ら
し

た
。
国
税
庁
「
民
間
給
与
実
態
調
査
」
で

は、

2
0
0
9
年
、
年
収
2
0
0
万
円
未

満
が
1
，
1
0
0
万
人
を
数
え
、
全
労
働

者
に
占
め
る
割
合
は
2
4
.
5
%、
4
人

に
ひ
と
り
が
年
収
2
0
0
万
円
未
満
で

あ
る
こ
と
が
示
さ
れ
て
い
ま
す
。

岩
手
県
で
は
、

2
0
0
7
年
、
雇
一
用
者

総
数
に
占
め
る
「
パ

l
ト
」
、
「
ア
ル
バ
イ

ト
」
の
割
合
は
、
そ
れ
ぞ
れ
1
6
.
3
%、

5
.
8
%
で
す
(
前
掲
「
就
業
構
造
基
本

調
査
」
)
。
こ
れ
ら
非
正
規
雇
用
労
働
者
は

2
0
0
2
年
か
ら
2
0
0
7
年
に
か
け

て
顕
著
な
増
加
を
示
し
て
い
ま
す
(
「
パ

ー
ト
」

7
7
，
7
0
0
人
か
ら
8
8
，
4

0
0
人
へ

1
.
7
%
増
、
「
派
遣
」

3
，

9
0
0
人
か
ら
9
，
9
0
0
人
へ

1
.

1

%
増
)
。
そ
の
年
間
所
得
も
、

2
0
0

万
円
未
満
が
圧
倒
的
多
数
で
あ
り
、
「
パ

ー
ト
」
の

9
4
.
5
%、
「
ア
ル
バ
イ
ト
」

の
9
3
.
6
%
が
2
0
0
万
円
未
満
で
す
。

こ
れ
ら
の
非
正
規
雇
用
者
は
主
婦
パ

ー
ト
タ
イ
マ
ー
に
み
ら
れ
る
家
計
補
充

的
な
就
労
者
が
多
数
と
考
え
ら
れ
ま
す

が
、
注
目
す
べ
き
は
若
年
層
の
比
重
の
高

さ
で
す
。
こ
れ
か
ら
結
婚
し
、
子
育
て
が

待
ち
構
え
て
い
る
世
代
の
非
正
規
就
業

者
割
合
の
高
さ
で
す
。

全
国
の
非
正
規
一
雇
用
の
年
齢
階
級
別

構
成
比
の
推
移
(
同
「
就
業
構
造
基
本
調

査
」
)
を
み
る
と
、
「
5
5
歳
以
上
」
の
比

率
が

4
9
.
5
%
(
2
0
1
0
年
)
と
最

も
高
い
の
で
す
が
、
「
1
5
1
3
5
歳」

層
も
3
1
%
台
で
推
移
し
て
き
て
い
る

こ
と
が
示
さ
れ
て
い
ま
す
。

こ
の
若
年
層
の
相
当
部
分
が
、
学
校
を

卒
業
し
て
す
ぐ
か
、
育
児
が
一
段
落
し
て

か
ら
か
は
と
も
か
く
、
労
働
市
場
へ
登
場

す
る
ス
タ
ー
ト
時
点
で
「
非
正
規
就
業
者

と
し
て
初
職
に
つ
い
て
い
る
」
状
況
が
進

行
し
て
い
る
の
で
す
。

岩
手
県
で
は
、

1
9
8
2
年
か
ら
1
9

8
7
年
に
か
け
て
「
非
正
規
就
業
者
と
し

て
初
職
に
つ
い
て
い
た
者
」
の
割
合
は
初

職
就
業
者
全
体
の

1
4
.
7
%
(
男
7
.

3

%
、
女
2
1
.
1
%
)
で
し
た
が
、

2

0
0
2
年
か
ら
2
0
0
7
年
に
か
け
て

は
4
3
.
4
%
(
男
3
3
.
3
%
、
女
5

0
.
5
%
)
と
急
増
し
て
い
る
の
で
す
。

女
性
の
一
定
部
分
は
初
職
就
業
が
パ
ー

ト
と
い
う
形
態
は
考
え
ら
れ
ま
す
が
、

3

割
を
超
え
る
男
性
の
初
職
・
非
正
規
と
い

う
事
実
は
学
卒
時
の
職
業
へ
の
移
行
パ

タ
ー
ン
(
新
規
学
卒
・
正
社
員
採
用
)
が

大
き
く
変
化
し
て
い
る
こ
と
を
示
す
も

の
で
す
。
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そ
の
学
校
か
ら
職
業
へ
の
移
行
の
状

況
が
ど
の
よ
う
に
変
化
し
て
い
る
か
を

号

検
討
し
ま
す
。

8 第

4
.
新
規
学
卒
労
働
市
場
の
変
化
と
職
業

社
会
へ
の
移
行
問
題

ま
ず
、
「
学
卒
無
業
者
」
問
題
に
つ
い

て
検
討
し
ま
す
。

若
年
人
口
の
減
少
の
な
か
で
、
大
学
進

学
率
は
上
昇
し
、

2
0
1
0
年
5
4
.

3

%
、
他
方
、
就
職
者
は
2
0
1
0
年
1

6
万
7
千
人

(
1
5
.
8
%
)
と
年
々
減

少
し
て
い
ま
す
(
文
部
科
学
省
「
学
校
基

本
調
査
」
)
。
そ
の
な
か
で
、
近
年
の
求
人

数
・
求
人
倍
率
の
低
迷
は
、
「
(
超
)
就
職

氷
河
期
」
と
称
さ
れ
、
新
た
な
職
業
生
活

を
踏
み
出
そ
う
と
す
る
学
卒
者
に
暗
い

影
を
投
げ
か
け
て
い
ま
す
。
新
卒
時
に
正

規
雇
用
の
機
会
を
奪
わ
れ
る
と
い
う
こ

と
は
、
そ
の
後
の
脱
出
困
難
な
「
フ
リ
ー

ク
l
」
生
活
に
縛
り
付
け
ら
れ
、
職
業
能

通信「いわて地域総研Jcr住民と自治J岩手版)2011年4月15日

力
の
形
成
も
「
再
チ
ャ
レ
ン
ジ
」
の
チ
ャ

ン
ス
も
事
実
上
断
た
れ
て
し
ま
う
こ
と

は
多
く
の
先
行
研
究
が
指
摘
し
て
い
る

と
こ
ろ
で
す
。

と
く
に
、
「
学
校
基
本
調
査
」
で
示
さ

れ
る
「
左
記
以
外
の
者
」
、
す
な
わ
ち
進

学
も
就
職
も
し
な
い
(
で
き
な
い
て
い

わ
ゆ
る
「
無
業
者
」
が
毎
年
大
量
に
卒
業

し
て
い
る
現
状
は
、
こ
れ
ま
で
の
新
卒
者

に
お
け
る
「
就
職
メ
カ
ニ
ズ
ム
」
が
機
能

不
全
に
陥
り
つ
つ
あ
る
こ
と
を
示
す
も

の
で
す
。

2
0
1
0
年
、
高
卒
者
で

6
万

人
、
大
卒
者
で
8
万
7
千
人
と
い
う
数
の

こ
れ
ら
「
左
記
以
外
の
者
」
の
存
在
は
、

毎
年
1

0
万
人
近
く
の
高
校
中
退
者
も

加
わ
り
、
不
安
定
就
業
人
口
の
プ

l
ル
を

さ
ら
に
肥
大
化
さ
せ
て
い
ま
す
。

ま
た
、
新
卒
時
に
正
規
雇
用
に
つ
い
た

と
し
て
も
、
か
ね
て
か
ら
指
摘
さ
れ
て
き

た
「
7
・
5
・
3
職
離
」
現
象
は
若
年
期

に
特
有
の
職
業
探
索
の
結
果
だ
と
し
て

も
、
そ
の
後
の
安
定
し
た
雇
用
保
障
の
シ

ス
テ
ム
が
確
立
さ
れ
て
い
な
い
現
在
、

「
自
己
責
任
」
「
自
助
努
力
」
を
強
調
す

る
こ
と
は
問
題
の
解
決
を
回
避
も
し
く

は
棚
上
げ
す
る
こ
と
を
意
味
し
ま
す
。
若

年
層
の
「
自
助
努
力
」
も
、
求
人
の
極
端

な
減
少
、
有
効
求
人
倍
率
の
長
期
低
迷
が

規
定
す
る
雇
用
環
境
の
悪
化
、
そ
し
て
雇

用
の
非
正
規
化
を
積
極
的
に
推
進
す
る

企
業
社
会
の
も
と
で
、
そ
の
努
力
は
必
ず

し
も
報
わ
れ
る
も
の
と
な
っ
て
い
な
い

と
い
え
ま
す
。

5
.
新
卒
者
の
進
路
の
特
徴
と
就
職
内
定

状
況
の
推
移

地
域
に
よ
る
雇
用
機
会
の
格
差
は
、
少

子
化
の
も
と
で
地
元
就
職
志
向
が
強
ま

る
新
規
学
卒
者
の
就
職
機
会
を
さ
ら
に

狭
め
て
い
ま
す
。
岩
手
県
の
新
規
高
卒
者

の
求
人
状
況
を
み
る
と
、

2
0
0
9
年
の

求
人
倍
率
1
.
4
0
倍
は
全
国
1
.
8
4

倍
に
比
べ
、
大
き
な
聞
き
が
あ
り
ま
す
。

そ
れ
を
取
り
巻
く
一
般
労
働
市
場
は
、
さ

ら
に
問
題
は
深
刻
で
す
。
求
人
状
況
は
悪

化
の
一
途
た
ど
り
、

2
0
1
0
年
の
有
効

求
人
倍
率
(
年
平
均
)
は
0
.
4
3
倍
と

全
国
0
.
5
2
倍
に
比
し
、
よ
り
低
水
準

で
推
移
し
て
き
て
い
る
こ
と
は
冒
頭
で

述
べ
ま
し
た
。

こ
の
求
人
状
況
を
背
景
と
し
て
、
岩
手
県

の
高
卒
者
の
進
路
状
況
を
検
討
し
ま
す
。

卒
業
者
総
数
1

3
，
2
2
7
人
の
う
ち
、

「
就
職
者
」
は
3
，
5
7
3
人

(
2
7
.

0
%
)
 で
あ
り
、
全
国
の
就
職
率
1
5
.

8

%
に
比
べ
高
く
、
宮
城
県
を
除
く
東
北

地
域
の
特
徴
を
示
し
て
い
ま
す
。
他
方
、

「
大
学
等
進
学
者
」
は
5
，2
9
9
人
(
4

0
.
1
%
)
、
全
国
5
4
.
3
%
と
の
差

は
大
き
い
。
ま
た
、
前
述
し
た
「
左
記
以

外
の
者
」
は
5
6
7
人

(
4
.
3
%
)
、

全
国
の

5
.
6
%
に
比
し
、
低
い
と
は
い

え
、
そ
の
数
、
割
合
と
も
減
少
す
る
こ
と

な
く
推
移
し
て
い
ま
す
。

つ
ぎ
に
、
就
職
動
向
の
特
徴
を
産
業
別

に
み
る
と
、
第
3
次
産
業
が
最
も
多
く
、

県
内
、
県
外
が
ほ
ぼ
同
数
で
あ
り
、
第
2

次
産
業
は
県
内
が
多
い
。
ま
た
、
第
1
次

産
業
が
県
外
も
含
め

7

0
人

(
0
.
0

2
%
)
と
な
っ
て
い
る
。
職
業
別
で
は
、

「
生
産
工
程
・
労
務
作
業
者
」
が
最
多
で

全
体
の

3
6
.
1
%
を
占
め
、
次
い
で
、

「
サ
ー
ビ
ス
職
業
従
事
者
」

9
%
)
と
な
っ
て
い
ま
す
。

(
2
0
 

最
後
に
、
高
卒
者
と
大
卒
者
の
就
職
内
定

状
況
と
就
職
率
の
推
移
を
検
討
し
ま
す
。

ま
ず
高
卒
者
に
つ
い
て
み
る
と
、

1
9
8

0
年
1

2
月
時
点
で
の
内
定
率
は
8
7
.

1

%
、
就
職
率

(
3
月
末
)
は
9
7
.
9
%

で
し
た
。
そ
の
後
、
内
定
率
、
就
職
率
と

も
に
低
下
基
調
で
推
移
し
、

2
0
0
9
年

で
は
、

1

2
月
時
点
で
の
内
定
率
が
7
4
.

8

%
、
就
職
率
は
9
1
.
6
%
で
し
た
。

こ
の
最
終
的
な
就
職
率
が

9
1
.
6
%
と

い
う
こ
と
は
、
就
職
を
希
望
し
て
い
て
も

1
，0
0
0
人
の
う
ち
9

4
人
は
就
職
で

き
な
か
っ
た
と
い
う
こ
と
を
示
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し
て
い
ま
す
。

就
職
内
定
状
況

(
2
0
1
0
年
1
2
月

3
1
日
時
点
)
を
学
科
別
に
み
る
と
、
最

も
高
い
の
が
「
工
業
」

(
9
0
.
6
%
)
、

次
い
で
「
福
祉
」
(
8
3
.
2
%
)
、
「情

報」

(
7
9
.
1
%
)
と
続
き
、

「総
合
学

9

%、
「普
通
」
6
8
.

号8 第

科
」
は
7
5
.

通信「いわて地域総研JU住民と自治』岩手版)

5

%
と
な
っ
て
い
ま
す
。
就
職
決
定
率
は

3
月
末
日
を
待
た
ね
ば
な
り
ま
せ
ん
が
、

こ
れ
ま
で
の
推
移
を
考
慮
す
る
と
、
予
断

を
許
さ
な
い
状
態
で
あ
る
こ
と
は
明
ら

か
で
す
。

こ
の
内
定
状
況
を
都
道
府
県
別
に
み

る
と
、
岩
手
県
は
8
4
.
8
%
と
全
国
の

7
7
.
9
%
に
比
べ
高
く
、
全
国
で
6
番

目
に
位
置
し
ま
す
。
こ
れ
ら
は
高
校
教

員
・
職
業
安
定
所
の
精
力
的
な
求
人
開
拓

と
職
業
指
導
・
進
路
指
導
の
成
果
で
も
あ

る
こ
と
を
評
価
す
べ
き
と
考
え
て
い
ま

す。

2011年4月15日

大
学
卒
業
者
の
状
況
別
推
移
を
み
る

と
、
連
日
、
就
職
の
厳
し
さ
が
喧
伝
さ
れ

て
い
る
よ
う
に
、
再
び

「就
職
氷
河
期
」

に
直
面
し
て
い
る
。
就
職
率
の
急
激
な
低

下
と
、
学
卒
無
業
で
あ
る
t

「左
記
以
外
の

者
」
の
増
加
傾
向
、
こ
れ
ら
は
、
こ
れ
ま

で
の
推
移
か
ら
大
学
院
進
学
等
の

「進
学

者
」
の
増
加
数
に
は
直
接
関
連
し
て
い
な

い
と
考
え
て
い
い
と
思
い
ま
す
。

就
職
内
定
率
の
推
移
を
み
る
と
、
大

学
・
短
大
・
高
専
い
ず
れ
も
2
0
1
0
年

1
2
月
時
点
は
、
こ
れ
ま
で
最
も
低
い
内

定
状
況
で
す
(
そ
れ
ぞ
れ
6
8
.
8
%、

4
5
.
3
%、
9
4
.
7
%
)
。
と
く
に
、

女
子
の
内
定
状
況
の
低
下
は
顕
著
(
大
学

6
7
.
4
%、
短
大
4
5
.
3
%、
)
で

あ
り
、
就
職
希
望
率
が
最
も
高
い
の
が
女

子
で
あ
る
こ
と
を
考
え
ま
す
と
、
そ
の
深

刻
な
影
響
が
懸
念
さ
れ
る
と
こ
ろ
で
す
。

ま
た
、
大
卒
に
比
し
、
か
つ
て
、
よ
り

高
い
就
職
率
を
示
し
て
き
た

「専
修
学

校
」
の
内
定
状
況
は
、

5
4
.
1
%
と
、
最
も
厳
し
い
状
況
に
置

か
れ
て
い
る
の
も
今
日
の
特
徴
で
す
。

最
後
に
。

「生
き
る
力
」
、

「職
業
観
・

勤
労
観
の
育
成
」
を
謡
う
「
キ
ャ
リ
ア
教

育
」
が
推
進
さ
れ
て
き
て
い
ま
す
。
そ
れ

は
あ
た
か
も
、
教
育
現
場
そ
し
て
若
年
労

働
市
場
に
お
け
る
諸
問
題
へ
の

「処
方

筆
」
の
ご
と
き
意
義
と
任
務
を
付
与
さ
れ

て
い
る
か
の
ご
と
き
感
が
あ
り
ま
す
。

「
生
き
る
力
」
等
、
こ
れ
ら
暖
昧
模
糊
と

し
た
ス
ロ
ー
ガ
ン
に
象
徴
さ
れ
る
「
キ
ヤ
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リ
ア
教
育
」
の
現
実
は
、
そ
の
意
図
は
と

も
か
く
、
こ
れ
ま
で
述
べ
た
、
学
校
か
ら

職
業
社
会
へ
の
移
行
に
関
す
る
諸
問
題

に
つ
い
て
、
焦
点
を
ぼ
や
け
た
も
の
に
拡

散
あ
る
い
は
「
そ
ら
す
」
危
険
を
内
包
す

る
も
の
で
は
な
い
か
、
と
い
う
危
慎
の
念

が
払
拭
し
え
ま
せ
ん
。
2
0
1
1
年
1
月

3
1
日
、
中
央
教
育
審
議
会
答
申
(
案
)

「
今
後
の
学
校
に
お
け
る
キ
ャ
リ
ア
教

育
・
職
業
教
育
の
在
り
方
に
つ
い
て
」
が

出
さ
れ
ま
し
た
。
瞥
見
す
る
限
り
、
こ
こ

で
述
べ
ら
れ
て
い
る
、
若
者
の

「社
会
的

自
立
・
職
業
的
自
立
」
、

「学
校
か
ら
社

会
・
職
業
へ
の
円
滑
な
移
行
」
を
可
能
に

す
る
た
め
の

「キ
ャ
リ
ア
教
育
」
が
強
調

さ
れ
て
い
る
も
の
の
、
さ
き
に
述
べ
た
懸

念
は
拭
い
き
れ
な
い
。

生
徒
・
学
生
を
待
ち
う
け
る
今
日
の
職

業
社
会
は
、
増
大
す
る
ワ
ー
キ
ン
グ
プ
ア
、

大
量
の
フ
リ
l
タ

ー
の
存
在
を
前
提

と
し
て
い
ま
す
。

こ
う
し
た
問
題
意

識
の
も
と
、
本
講

義
は
岩
手
県
の
雇

用
問
題
の
特
徴
、

と
り
わ
け
若
年
労

働
市
場
、
新
規
学

卒
労
働
市
場
に
焦

点
を
当
て
、
そ
の

特
質
の
一
端
を
統

計
資
料
に
も
と
づ

い
て
話
し
ま
し
た
。




